
経営発達支援計画の概要 

 

実施者名 

（法人番号） 

長野市商工会（法人番号 7100005001761） 

長野市（地方公共団体コード 202011） 

実施期間 2023/04/01 ～ 2028/03/31 

目標 経営発達支援事業の目標 

【目標①】「特色」や「強み」を活かすために事業計画の策定を支援し、ＰＤＣ

Ａの実践を通して、主体的、能動的に行動することができる事業者を

育成し、事業者の自走化を図る。 

【目標②】個々の事業者の実情に合ったＩＴ技術の活用等のＤＸの取り組みを推

進し、情報発信力の強化や業務の効率化及び販路の拡大を実現し、生

産性や付加価値の向上を図る。 

【目標③】事業者間の連携と協業を支援し、個々の特性を補完しあいながら経営

基盤を強化することにより、事業者の減少の抑制や雇用の場の創出を

図り、地域の活性化につなげる。 

事業内容 Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

1. 地域経済動向調査に関すること 

（１）各種統計データの収集分析 

（２）RESAS・商圏分析システム MieNa を活用した管内経済動向分析 

2. 需要動向調査に関すること 

（１）展示会等における需要動向調査 

（２）顧客のニーズ調査 

（３）観光客のニーズ調査 

3. 経営状況の分析に関すること 

（１）小規模事業者の経営分析 

（２）経営分析セミナーの開催 

4. 事業計画の策定支援に関すること 

（１）DX 推進セミナーの開催 

（２）事業計画策定支援 

5. 事業計画策定後の実施支援に関すること 

（１）事業計画策定後のフォローアップ 

6. 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 



（１）展示会への出展支援（BtoB） 

（２）物産展への出展支援（BtoC） 

（３）ＳＮＳ・ネットショップ・越境ＥＣによる販路開拓支援（BtoC） 

連絡先 長野市商工会 経営支援センター 

〒381-2205 長野県 長野市 青木島町大塚 881-1  

TEL:026-284-3053 FAX:026-285-3344 

e-mail:keieishien@naganoshi-sci.or.jp 

長野市 商工観光部 商工労働課 

〒380-8512 長野県 長野市 大字鶴賀緑町 1613  

TEL:026-224-5041 FAX:026-224-5078 

e-mail:skr@city.nagano.lg.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１．目標 

 

（１）地域の現状及び課題 

 ①現状 

 ア 地域の概要 

長野市は、長野県の北部に位置する県庁所在地で明

治30年4月に誕生し、その後、6回の合併を経て現在に

至る。中心市街地は古くから善光寺の門前町として

栄え、「商都ながの」と言われることもあり観光業や

商業が盛んな地域である。また、武田信玄と上杉謙信が

戦った川中島古戦場、伝説の里戸隠や鬼無里など全国

的に有名な歴史・文化遺産がある。 

市の総面積は834.81 ㎢、東西 36.5 ㎞・南北 41.7 ㎞

で、四方に妙高戸隠連山国立公園（平成27年指定）を

はじめとする山並みを望み、市域の約4 分の3 を占める

中山間地域の豊かな自然を有している。市内の中央に

は総延長日本一の千曲川（新潟県域で信濃川）や千曲

川の支流である犀川が流れている。 

気候は、長野盆地にあって季節風の影響を受けにく

いため年間を通して湿度が低く、寒暖の差が大きく、

平均気温は約12℃である。中央高地式気候であるが、日

本海側の気候の特色も併せ持っているために北部

地域はスキー場がある豪雪地帯で、南部に行くに従っ

て太平洋側の気候の特色となるため降雪量は少な

くなっていく。また、最高標高地点は日本百名山の一

つである戸隠地区の高妻山で 2,353ｍ、最低標高地点

は豊野町浅野地区の327ｍで、標高差は約 2,026ｍあ

る。 

  

イ 長野市商工会の設立過程と管轄地域の概要 

（ⅰ）長野市商工会の設立過程 

当商工会の管轄する地域は、昭和 41 年 10 月に長野市と上高井郡若穂町、更級郡川中島町・更

北村、上水内郡七二会村、更級郡信更村が合併、平成 17 年 1 月に上水内郡豊野町・戸隠村・鬼

無里村、更級郡大岡村が、平成 22年 1月に上水内郡中条村が長野市に編入された地域である。 

当商工会は、市町村合併に伴い平成 18年 4月に長野市内の 9商工会が合併して設立した後、平

成 27年 4月に旧中条商工会と合併して会員数 2,067 名（令和 4年 3月末現在）の県下最大規模を

誇る。なお、合併前の 10商工会地区のことを「支部」としたが、令和 2 年には七二会・信更・大

岡の 3支部が統合して西部支部となり、現在は 8支部となっている。また、各地区を管轄する事

務局は本所及び 7支所がある。 

市内には商工団体が 3 団体存在し、市中心部と篠ノ井地区及び松代地区を管轄する長野商工会

議所、市西部の信州新町地区を管轄する信州新町商工会がある。当商工会の管轄する地域は、長

野駅を中心にした長野商工会議所管轄地域の周辺部に昔からあった町村部で構成されており、面

積は 496.01 ㎢で市内の約 60％を占め、そのうち 425.9 ㎢（約 86％）は中山間地域である。 

主な産業は地区によって特色がわかれ、更北・川中島地区の都市部及び豊野地区は「卸売業、

小売業」、若穂地区や七二会・信更・鬼無里・大岡・中条地区の中山間地域は「建設業」、戸隠地
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区は「宿泊業、飲食サービス業」が多い。 

 
※白色部分が長野商工会議所、信州新町商工会管轄地域 

 

（ⅱ）管轄地域の概要 

a 観光資源・地域資源 

＜地区ごとの主な観光資源・地域資源等＞ 

地区ごとに特色ある観光資源・地域資源を有しており、それらをモチーフとしたシンボルマ

ークを制作して、当商工会のホームページに支部アイコンとして掲載している。 

更北地区……毎年 3 万人余りの人出で賑わう川中島古戦場まつり「軍配団扇（信玄）と太

刀（謙信）」 

若穂地区……農産物として有名な「綿内れんこん」 

川中島地区…農産物として有名な「川中島白桃」 

七二会地区…神秘の蝶と言われ、9月～10 月に飛来する「アサギマダラ」 

信更地区……鎌倉時代後期作で県宝指定の「長勝寺木造金剛力士立像」 

豊野地区……農産物として有名な「りんご」 

戸隠地区……戸隠神社があり、日本三大そばの一つとされる「戸隠そば」 

鬼無里地区…7㌶の広大な湿原にある奥裾花自然園に咲く 81 万本の「水芭蕉」 

大岡地区……長野冬季オリンピック開会式に登場した、正月の松飾りのしめ縄で作る「芦ノ

尻道祖神」 

中条地区……地域住民を災いから救い、子供たちを危険から守ってくれる「山姥伝説」 
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b 地域特性 

管内地域を大別すると、以下の３分類となる。 

◆ベッドタウンと商業・工業集積地（更北・川中島地区、若穂・豊野地区の一部） 

市中心部に近いため戸建住宅や集合住宅が多く、人口が増加している地区もある。商業は大

型店の出店や既存の事業者に加えて、飲食業・サービス業を中心とした新規開業者も多く、

工業は食品加工製造業や金属機械部品加工業が集積している。 

消費行動と流通構造の変化に対応し、地域活力の源となる商工業が持続・成長するために、

経営基盤を強化し、販路の拡大・付加価値の高いものづくりや先端技術の導入を促進して、

経営力・販売力・競争力の強化を図る必要がある。 

 

◆中山間地（若穂地区の郊外、七二会・信更・戸隠・鬼無里・大岡・中条地区） 

少子高齢化や過疎化により、人口が著しく減少している地区が多い。事業所数は後継者の不

在、事業主の高齢化に直面して減少傾向にある。基幹産業は建設業であり、地域経済を支え

ながら、雇用の場に繋がっている。 

経営資源に限りがある中で、移住者等によるこの地域に相応しい新たな活力につながる産業

の創出（こだわりのあるパン屋、ワイナリー、刀鍛冶等）が定着しつつある。自然豊かな地

域の魅力や特性を活かして、地域外からの移住・定住を促進し、地域の衰退に歯止めをかけ

る必要がある。 

 

◆観光地（戸隠地区、更北・豊野・鬼無里・大岡・中条地区の一部） 

名所・旧跡や高原・湖沼、有名な神社仏閣や温泉施設、郷土食や果実等の特産物を有する。

観光客ニーズの多様化に対応するため、地域資源や潜在ニーズを掘り起こして、地域ブラン

ドの活用や保有する資源を傾注して、魅力を活かした観光振興を推進していく。 

豊富な観光資源等を活かして認知度を一層高めていくため、ブランド力に磨きをかけ、効果

的に情報を発信するとともに、事業者同士が連携して誘客活動を進める。高速道路や新幹線

などの高速交通網を活用し、インバウンドの受け入れ等により広域的な観光を展開する必要

がある。 

 

   ※令和元年 10 月に発生した東日本台風により、長野市では長沼地区穂保で千曲川堤防決壊し、

管内でも豊野地区で多くの事業者が２ｍ超の浸水により甚大な被害を受けた。また、若穂地

区、更北地区の一部地域においても浸水被害が発生した。被災した事業者の多くは復旧した

が、廃業した事業者も一部あった。住民の転居等もあり、閑散としてしまった地域復興への

課題はまだ山積している。 

 

c 交通 

交通に関しては、管轄地域に鉄道の駅が JR 信越線の「川中島駅」「今井駅」、しなの鉄道の

「豊野駅」JR 飯山線の「信濃浅野駅」があるが、地域住民の移動については市のデータで「1 世  

帯当たり乗用自動車台数（軽含む）1.5 台」という数値が示すように、自動車が中心である。 

平成 10 年のオリンピック・パラリンピック冬季競技大会開催に伴い高速交通網が急速に整

備され、上信越自動車道の開通、平成 9 年 10 月には北陸新幹線（旧：長野新幹線）が開業

し、平成 27 年 3 月に石川県金沢市まで延伸した。新幹線では東京から最速で約 80 分の距離と

なった。 
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 ウ 人口 

 （ⅰ）当市全体の人口推移 

   平成12年の387,911 人をピークに年々減少傾向にあり、令和4年4月1日時点の人口は369,652

人となっており、今後も減少傾向が続くことが見込まれている。（住民基本台帳） 

年齢別人口についても、年少人口と生産年齢人口は減少傾向が予測されており、老年人口は逆

に増加傾向で推移することが予測され、高齢化率の上昇と生産年齢人口比率の低下が顕著となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野市商工業振興・雇用促進計画（令和 4年度－令和 8年度）より 

※表中の R2 実績値は年少人口 46,645 人、生産年齢人口 218,707 人、老年人口 110,459 人 

 

 （ⅱ）管轄地域の人口推移 

  管轄地域人口は、令和 4 年 4月時点が 92,034 人で、平成 29年の 95,510 人に対して▲3.7％と

なっているが、地域間の格差は大きい。都市部（更北地区・川中島地区）はそれぞれ▲0.4％・

▲1.7％と減少幅は小さいが、その他の地域は▲5.6％～▲17.5％減少している。老年人口（65 歳

以上）比率は長野市全体では 30.4％であるが、管轄地域の平均は 45.8％で、中山間地域（七二

会、信更、戸隠、鬼無里、大岡、中条）はいずれも 50%以上で、高齢化が進んでいる。 
管轄地域の人口の推移 

年次  内訳(単位) 長野市 

全体 

若穂 川中島 更北 七二会 信更 豊野 戸隠 鬼無里 大岡 中条 管内合計 
/平均 

 
平成 
18年 

人口総数(人) 383,027 13,193 26,480 31,504 2,178 2,875 10,224 4,657 2,088 1,456 - 94,655 
年少人口(%) 14.5 13.9 16.9 16.1 7.7 8.8 13.6 8.9 8.8 8.7 - 11.5 

生産年齢人口(%) 63.7 62.0 64.5 66.2 53.3 55.5 60.8 54.0 46.3 45.5 - 56.5 
老年人口(%) 21.8 24.1 18.6 17.7 39.0 35.7 25.6 37.1 44.9 45.8 - 32.1 

 
平成 
24年 

人口総数(人) 386,882 12,919 27,536 33,400 1,889 2,404 10,109 4,088 1,729 1,134 2,166 97,374 
年少人口(%) 13.8 14.0 16.2 16.2 6.8 5.9 13.1 7.8 6.7 6.5 7.9 10.1 

生産年齢人口(%) 60.9 58.6 62.1 63.4 50.7 52.1 58.7 52.2 42.7 42.5 45.8 52.9 
老年人口(%) 25.3 27.4 21.7 20.4 42.5 42.0 28.2 40.0 50.6 51.0 46.3 37.0 

 
平成 
29年 

人口総数(人) 380,473 12,492 27,720 33,947 1,592 2,079 9,803 3,606 1,417 973 1,881 95,510 
年少人口(%) 13.0 12.9 14.8 15.3 6.8 3.9% 12.7 6.7 4.7 3.9 7.0 8.9 

生産年齢人口(%) 58.5 55.9 60.4 61.1 45.5 45.3 56.3 46.7 37.8 40.8 41.4 49.1 
老年人口(%) 28.5 31.2 24.8 23.6 47.7 50.8 31.0 46.6 57.5 55.3 51.6 42.0 

 
令和 
4年 
 

人口総数(人) 369,652 11,801 27,251 33,805 1,394 1,774 9,253 3,189 1,175 839 1,553 92,034 
年少人口(%) 12.0 11.0 13.7 13.5 4.7 3.1 12.0 6.4 3.6 3.8 4.7 7.6

生産年齢人口(%) 57.6 55.2 59.3 60.8 41.3 41.6 54.4 43.3 36.0 35.2 38.5 46.6
老年人口(%) 30.4 33.8 27.0 25.7 53.9 55.3 33.5 50.3 60.4 61.0 56.8 45.8

令和4年4月長野市企画課統計資料より抜粋

  

 

※ 
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エ 産業 

 （ⅰ）当市の商工業者数の推移と産業構成 

   平成 28 年の長野市全体の商工業者数は 19,132 社であり、産業種別の構成については卸売業・

小売業が 4,685 社（構成比 24.5%）で第 1位となっており、以下宿泊業・飲食サービス業が 2,167

社（同 11.3%）で第 2 位、建設業及び不動産業・物品賃貸業が 1,979 社（同 10.3%）で第 3 位と

なっている。平成 26 年より商工業者数は 740 社減少した。 

 （ⅱ）管轄地域の商工業者数の推移と産業構成 

平成 28 年の管内の商工業者数は 4,006 社であり、産業種別の構成については卸売業・小売業

が 1,123 社（構成比 28.0%）で第 1位となっており、以下建設業が 558 社（同 13.9%）で第 2位、

宿泊業・飲食サービス業が 363 社（同 9.0%）で第 3 位となっている。平成 26 年より商工業者数

は 113 社減少した。 

   各地区ごとで、地域特性があり業種の偏りはあるものの管内総数での産業種別構成では長野市

全体での産業種別構成とほぼ同じ結果となっている。（詳細については下記（ⅳ）にて記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ⅲ）管轄地域の小規模事業者数の推移と業種別構成 

   平成 28 年の管内の小規模事業者数については 2,630 社であり平成 24年より 143 社（▲5.2%）

減少した。管内地区別では鬼無里（▲19.1%）、七二会（▲12.8%）、中条（▲8.3%）と減少率が高

くなっている。 

   また、管内の総事業者数に対する小規模事業者の割合は 65.7%となっている。業種別の構成に

ついては卸売業・小売業が 671 社（構成比 25.5%）で第 1 位となっており、以下建設業が 518 社

（同 19.6%）で第 2位、不動産業・物品賃貸業が 287 社（同 10.9%）で第 3位となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 次 内 訳 若 穂 川 中 島 更 北 七 二 会 信 更 豊 野 戸 隠 鬼 無 里 大 岡 中 条 管 内 合 計

平 成 1 8 年
小 規 模
事 業 者 数

3 5 2 6 1 0 1 , 2 0 9 5 5 4 3 2 7 1 2 3 4 7 9 4 4 5 7 2 , 9 5 4

小 規 模
事 業 者 数

3 3 6 5 6 2 1 , 2 0 7 4 7 4 0 2 3 1 1 9 5 6 8 3 9 4 8 2 , 7 7 3

平 成 2 4 年 増 減 数 ▲  1 6 ▲  4 8 ▲  2 ▲  8 ▲  3 ▲  4 0 ▲  3 9 ▲  1 1 ▲  5 ▲  9 ▲  1 8 1

小 規 模
事 業 者 数

3 0 9 5 1 7 1 , 1 8 1 4 1 3 9 2 2 0 1 8 7 5 5 3 7 4 4 2 , 6 3 0

平 成 2 8 年 増 減 数 ▲  2 7 ▲  4 5 ▲  2 6 ▲  6 ▲  1 ▲  1 1 ▲  8 ▲  1 3 ▲  2 ▲  4 ▲  1 4 3

▲  8 . 3 % ▲  5 . 2 %▲  2 . 5 % ▲  4 . 8 % ▲  4 . 1 % ▲  1 9 . 1 % ▲  5 . 1 %増 減 率 ▲  8 . 0 % ▲  8 . 0 % ▲  2 . 2 % ▲  1 2 . 8 %

管 轄 地 域 の 小 規 模 事 業 者 数 の 推 移

▲  7 . 9 % ▲  0 . 2 % ▲  1 4 . 5 % ▲  7 . 0 % ▲  1 4 . 8 % ▲  1 6 . 7 % ▲  1 3 . 9 % ▲  1 1 . 4 % ▲  1 5 . 8 % ▲  6 . 1 %増 減 率 ▲  4 . 5 %

 
経済センサス、事業所・企業統計調査より抜粋 
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 （ⅳ）長野市商工会地域（管轄地域）の産業と現状 

【商業（小売業、卸売業）】 

商業については、長野市「平成 28 年経済センサス活動調査 卸売業・小売業に関する結果報告

書」によると、市内全体で小売業ではその他の飲食料品小売業（構成比：11.2％）が最も多く、次

いで自動車小売業（同：10.4％）、医薬品・化粧品小売業（同：10.0％）の順である。卸売業では

食料・飲料卸売業（構成比：14.4％）が最も多く、年間商品販売額が 1933 億 7087 万円であった。 

従業者規模別事業所数は、10 人未満が全体の 77.6％を占め、2 人以下は 33.3％と最も多い。 

管轄地域では、都市部で大型店の出店等が相次ぎ、またコロナ禍により消費者のＥＣサイトの利

用が急速に普及するなど中小零細企業の存続は厳しい状況にある。平成 21 年～28 年の 8 年間で比

較すると▲118 事業所で、都市部では新規開業者がいるために微減で推移する一方、中山間地域は

減少が著しい。少子高齢化や過疎化等の社会情勢の大きな変化に伴い、地域住民の移動手段の一つ

である私鉄やバス路線の廃線で、特に高齢者の日常生活に不可欠な商品等の入手が困難になってき

ている。令和 2 年に長野市が市民を対象に実施したアンケート調査結果（長野市商工業振興・雇用

計画より引用）によるとインターネットショッピングを約 7割が利用しており、利用の理由につい

ては過半数が身近なお店では購入できない商品があると回答していることからも、今後はＥＣへの

対応が急務であり、商品構成等も検討することが必要である。 

  

【工業（食品製造、機械工業等）】 

工業については、長野市「平成 28 年経済センサス活動調査 製造業に関する結果報告書」によ

ると、市内全体で従業者 4人以上の製造業の概要では食料品製造業が最も多く、次いで印刷・同関

連業、生産用機械器具製造業、金属製品製造業の順となり、4 業種で全体の 53.5％を占める。 

従業者規模別事業所数では、29 人以下の事業所が全体の 77.6％を占める。製造品出荷額は 5801  

億 4417 万円で県全体に占める割合は 9.9％である。 

管轄地域における地区別製造品出荷額では更北地区が 1870 億 8535 万円（構成比：32.2％）と最

も多く、次いで若穂地区が 644 億 4231 万円（同 11.1％）だった。 

管轄地域では、機械工業等もあるが、食料品製造関連の企業が郷土食である「信州そば」や「お

やき」、「きのこ」、「漬物」の製造等を行っているケースも多く、中山間地域ではより顕著である。 

事業所数は、平成 21 年～28 年の 8 年間で比較すると 9 事業所と微増の状態ではあるが、製造品

出荷額は 30%増加している。一方で粗付加価値額は 7%増に留まっている。ＤＸ（デジタルトランス

フォーメーション）の取組を加速させ、生産性の向上を図ることが必要である。 

また、令和 2年に長野市が実施した市内製造業者へのアンケート調査結果（長野市商工業振興・

雇用計画より引用）によると市内からの購入（調達）を増やす場合に障壁になると考えられること

として、自社の求める条件に合う事業者（取引先）がいるか不明と回答している事業者が全体の 26%

もあり、自社の商品や製品のＰＲが不足していると考えられることから、展示会等への出展や情報

発信を積極的に行うことが必要である。 

 

 

 
経済センサス、事業所・企業統計調査より抜粋  
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【建設業】 

建設業については、中山間地域において治山や道路整備、除雪等の事業が必要となることから、

建設業者が地域を災害から守り、また就業の場の確保という面においても重要で、こうした地域の

基幹産業となっており、管轄地域においても、比較的建設業の事業所数は多い。  

長野市「平成 28 年経済センサス活動調査 結果報告書」によると管轄地域の建設業については、

平成 21 年～28年の 8年間で比較して事業所数は▲127事業所（▲19.6％）、従業者数は 4,113 人か

ら 3,293 人と▲820人（▲20.0％）減少している。平成 26年～28 年の 3 年間で比較すると事業所

数は▲31 事業所（▲5.3％）、従業者数は 3,414 人から 3,293 人と▲121 人（▲4.6％）減少してい

て、減少率は緩やかになっているが基幹産業の衰退は人口減少の要因となっている。 

公共工事等の受注減少に伴って業績の回復が見込めないために、廃業や倒産する事業所が多い。

業績が安定しないので従業者の正規雇用に踏み切れない場合もあるが、従業者の高齢化による離職

や採用難などで人手不足の状況が続く事業所もある。 

 

【観光業、宿泊業、飲食サービス業】 

管轄地域の観光の中心は戸隠地区であり、長野県観光部の観光地利用者統計調査によると平成 27

年※１の観光地利用者延数は 161 万人に達し、観光消費額は年間 88 億円であった。宿泊業、そば

店、土産品店が多く、戸隠神社をはじめ信仰の聖地として、また登山・避暑・キャンプやスキーを

楽しむために、年間を通じて参拝者や観光客が訪れていた。またコロナ禍前の平成 29 年から令和

元年まではインバウンドによる外国人観光客も年々増加傾向にあった。しかし新型コロナウイルス

感染拡大に伴う緊急事態宣言等の発出により、不要不急の外出等は自粛を余儀なくされ、令和 2年

には利用者延数は 103 万人まで減少し、観光消費額も 59 億円に留まった。令和 2 年に長野市が実

施したアンケート調査結果（長野市観光振興計画より引用）によると戸隠地区への来訪者の満足度

は 56.4%と高い水準となっており、他地域と比較するとコロナ禍前との比較で入込客数の減少率が

少ない結果であった。来訪者の満足度の分析は、アフターコロナを考える上においても大変重要で

ある。 

鬼無里地区など管轄地域の他の観光地の多くも平成 27 年が利用者延数と観光消費額がともにピ

ークとなっており、令和 2年にはコロナ禍の影響を受け大きく減少した。 

長野市では近年、中山間地域にある各観光地の地域資源や観光資源の磨き上げから観光コンテン

ツのブランディングを進めており、道の駅等を拠点にＥバイクのレンタル等を活用して新たにサイ

クリングコースを設定するなど、各地区の観光コンテンツを周遊する広域的な観光振興を進めてい

る。（長野市観光振興計画より引用） 
 

※１ 平成 27 年は善光寺御開帳・戸隠神社式年大祭があったため、例年より利用者数が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 オ 第五次長野市総合計画（平成 29 年度～令和 8 年度）及び後期基本計画（令和 4 年度～令和 8

年度）の商工・観光に該当する箇所は次のとおりである。 

 

■基本構想（平成 29 年度～令和 8年度） 

まちの将来像：幸せ実感都市『ながの』～“オールながの”で未来を創造しよう～ 

観 光 地 名 観 光 地 類 型 管 轄 地 域 名 2 7 年 2 8 年 2 9 年 3 0 年 R 元 年 2 年

川 中 島 名 所 ・ 旧 跡 更 北 地 区
3 , 0 4 2

4 1 9 , 7 9 6

3 , 0 8 7

4 2 6 , 0 0 6

3 , 1 7 5

4 3 8 , 1 5 0

2 , 9 4 8

4 5 1 , 0 4 4

3 , 0 5 7

4 6 7 , 7 2 1

1 , 1 2 3

1 7 1 , 8 1 9

聖 山 高 原 高 原 ・ 湖 沼 大 岡 地 区
4 0 3

1 2 4 , 3 9 9

3 6 2

1 1 5 , 7 4 8

3 8 7

1 1 7 , 3 7 8

3 6 4

1 0 9 , 7 8 7

3 6 9

1 1 5 , 1 7 7

2 3 7

5 7 , 9 9 6

豊 野 名 所 ・ 旧 跡 豊 野 地 区
1 , 0 4 2

1 4 6 , 7 2 8

1 , 0 2 5

1 4 3 , 6 0 4

1 , 0 1 2

1 4 1 , 7 1 2

9 4 6

1 3 2 , 5 2 0

7 7 6

1 0 4 , 4 8 0

5 9 2

8 3 , 5 8 4

戸 隠 高 原 高 原 ・ 湖 沼 戸 隠 地 区
1 6 , 1 7 9

8 , 8 3 1 , 1 5 2

1 5 , 8 2 7

8 , 6 8 1 , 9 0 3

1 4 , 9 5 3

8 , 2 3 5 , 0 3 9

1 5 , 7 9 1

8 , 8 7 8 , 8 4 7

1 3 , 6 0 5

7 , 6 5 5 , 0 2 5

1 0 , 3 6 4

5 , 9 0 9 , 1 2 2

⿁ 無 里 名 所 ・ 旧 跡 ⿁ 無 里 地 区
1 , 0 0 7

3 4 3 , 1 9 4

6 5 9

2 2 1 , 0 1 6

6 1 1

2 0 6 , 8 4 5

7 6 6

2 6 3 , 8 7 7

6 7 1

2 3 1 , 0 9 3

3 6 9

1 2 6 , 2 0 1

中 条 名 所 ・ 旧 跡 中 条 地 区
5 0 5

1 2 4 , 1 6 1

4 8 4

1 2 2 , 0 1 7

4 3 7

1 1 3 , 6 5 1

4 3 0

1 1 0 , 0 1 4

3 7 2

8 8 , 5 3 2

2 7 4

5 9 , 1 3 3

観 光 地 延 利 用 者 数 及 び 観 光 消 費 額 の 推 移

⾧ 野 県 「 観 光 地 利 用 者 統 計 調 査 結 果 」 よ り

（ 上 段   延 利 用 者 数 （ 百 人 ） 下 段   観 光 消 費 額 （ 千 円 ） ）
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分野 6 産業の活力とにぎわいのあふれるまち「ながの」（産業・経済分野） 

（目指す方向） 

多様化するニーズに対応した持続可能な産業を実現するため、産業間や事業者間の連携を強化

し相乗効果を高めるとともに、担い手を育成しながら、地域特性を活かした産業を振興し、多様

な就労形態が支える、活力とにぎわいのあふれるまち「ながの」を目指します。 

■後期基本計画（令和 4年～令和 8年度）（商工・観光部分抜粋） 

政策 1 魅力を活かした観光の振興 

施策 1 豊富な観光資源等を活かした観光交流促進 

施策 2 インバウンドの推進 

施策 3 コンベンションの誘致推進 

政策 3 特色を活かした商工業の振興 

施策 1 商工業の強化と環境整備の促進 

施策 2 地域の特性が光る商工業の推進 

施策 3 新たな活力につながる産業の創出 

 

カ 長野市商工業振興・雇用促進計画 

長野市では、商工業及び雇用が将来的に目指すべき方向性とそれに向けた具体的な施策等を明示

し、地域が持続的な発展を遂げることを目的として、令和 4年度から令和 8年度を期間とする「長

野市商工業振興・雇用促進計画」を策定している。概要は以下のとおりである。 

 

■長野市の商工業・雇用の将来像 

活力ある商工業の連携が賑わいを生み、多様な働き方ができるまち『ながの』 

■将来像の実現に向けた視点 

視点① 商工業振興に向けた環境整備 

視点② 地域企業の成長促進に向けた支援 

視点③ 起業・創業、新産業創出への支援 

視点④ 様々なニーズに対応した就労支援の充実 

 

 キ 長野市観光振興計画 

  長野市では、観光振興を通じて実現したい長野市の姿を示すとともに観光関連事業者、市民・地

域、行政が着実に実現していくための基本的な考え方や実施すべきことを「長野市観光振興計画」

として策定している。計画期間は令和 4年度から令和 8年度となっている。 

   

■目標 

  市民生活との調和を図りながら魅力的な地域を形成することで、観光消費を増加させ、「地域経

済」や「地域コミュニティ」の活性化につなげる 

 ■目標実現のための重点政策 

  ①地域資源を最大限活かした誘客 

  ②長野市の魅力を活かしたインバウンドの推進 

  ③オリンピックレガシー等を最大限活かしたコンベンションの誘致 

  ④快適で安全、スマートな観光を実現する基盤の構築 

 

 ②課題 

  ①で記述した現状から、管内事業者が直面している課題を抽出する。 

 ア 人口減少が進んでおり、各事業者の既存顧客や主要取引先も今後減少することが予想されるこ

とから、新規顧客や取引先の開拓は必要不可欠である。また、ターゲットの見直しや新商品、

サービスの提供などにより新たな市場への参入を検討する必要がある。しかし管内事業者の主

要事業や商品・サービスなどの内容は全業種を総じて、ＰＲ不足などにより新たな顧客や取引

先となりうる地域住民やステークホルダーに浸透しておらず、地域内経済の循環の観点からも
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あらゆる機会を通じて情報発信を行うことが重要である。 

 イ 新型コロナウイルスの感染拡大により、人々のライフスタイルの変化から急速にＥＣが普及し

ており、対面サービスの減少に伴ってオンラインやキャッシュレス決済などの非接触サービス

の機会が増加するなど、今までの経営手法では対応が難しくなっている。ＩＴ化への対応が急

務となっている。 

 ウ 製造品出荷額は近年増加傾向にあるが、労働生産性については全国平均を下回っている分野が

多く、地域間競争においては不利な状況となっており、生産性の向上が必要である。生産計画

や在庫管理またロボットの活用など AI・IoT の導入が有効であることは認識しながらも関心に

とどまっている状況を早急に打破し、中小企業のデジタルトランスフォーメーション（DX）の

取組を加速させる必要がある。 

 エ 管内の各地区は人口減少とそれに伴う事業者数の減少が続いており、地域の過疎化による衰退

の局面を迎えている。各地域にある地域資源や観光資源はコロナ禍による人々の生活スタイル

の変化により、潜在的に顧客ニーズを見込めるものが多くある。これらをブラッシュアップし、

有効活用することによりブランド化を図り、地域外からの外貨獲得を促し、事業者の経営基盤

を強化し、地域の活性化につなげることが必要である。 

 

 （２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

  ①10 年程度の期間を見据えて 

   2022 年版中小企業白書・小規模企業白書によると、中小企業においても SDGs（持続可能な開

発目標）や脱炭素化などカーボンニュートラル（二酸化炭素など温室効果ガスの排出量と吸収量

を均衡させること）への取組を強化するなど自然環境への配慮などが重要視されており、地域内

の経済循環の推進など、小規模事業者を取り巻く外部環境が大きく変化している。 

   また、新型コロナウイルスの感染拡大の長期化は予測や予想の範疇を大きく超え、人々のライ

フスタイルは劇的に変化し、オンラインやテレワークが急速に普及したことから、普段の職場や

居住地から離れ、観光地に滞在して仕事をするワーケーションが生まれるなど、既存の経営スタ

イルやノウハウでは対応できない状況が数多く発生した。 

   このように目まぐるしく変化が訪れる外部環境に対応して、経営を持続・発展させるためには

経営者が自ら考え、主体的、能動的に行動するなど、絶えず自己変革に挑戦し続けることが必要

である。また、経営資源の乏しい小規模事業者にとっては、「ＩＴ等技術を活用して販路を拡大

する」、「自社の情報を発信する」、「経理や事務作業を効率化する」などは大変重要であり、企業

間での競争における優位性を確保し他社との差別化を図ることにおいてＤＸへの取組は効果的

であり必須となっている。加えて、小規模事業者にとっては、少ない経営資源の選択と集中によ

り「強み」をより一層強化し、「弱み」を連携や協業により事業者間でお互いに補完しあう関係

を構築し経営基盤を強化することは経営を持続させていくためには欠かすことができない。 

   以上のような状況から、『小規模事業者がＤＸへの取組や連携と協業により経営基盤を強化し、

経営者自らが時代の変化に対応するべく自己変革に絶えず挑戦し、環境に配慮しながら「特色」

や「強み」を活かした事業を展開すること』を長期的な小規模事業者に対する振興のあり方とす

る。 

 

  ②第五次長野市総合計画等との連動性・整合性について 

   第五次長野市総合計画では、後期計画において、商工業振興では「特色を活かした商工業の振

興」、観光振興では「魅力を活かした観光の振興」を掲げている。 

産業・経済分野における基本構想では、『市場のグローバル化、消費者ニーズの多様化、国内

市場の縮小等厳しい経済環境下において持続可能な産業を実現するため、産業間や事業者間の連

携を強化し相乗効果を高めるとともに、担い手を育成しながら、地域特性を活かした産業を振興

し、多様な就労形態が支える、活力とにぎわいのあふれるまち「ながの」を目指す』と示されて

おり、①に記述した長期的な小規模事業者の振興のあり方は、総合計画の基本構想で示した目指

すべき姿と共通しており、連動性・整合性が図られている。 
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  ③商工会としての役割 

   長野市商工会は市町村合併に伴い、長野市内 10 商工会が合併して設立されたが、合併以前に

おいてはそれぞれ 10 商工会が地域の総合経済団体として地域特性や地域資源（観光資源）を活

かしたそれぞれ特色のある商工会事業を展開していた。合併後も各支部として存続しており、地

域振興を中心とした事業活動を継続している。 

① に記述した小規模事業者に対する振興のあり方を実現させていくためには、商工会が発足以

来もつ多種多様な事業者との関りがあるといった「強み」と地域特性を活かした事業展開が求め

られており、結果として連携や協業、また「地域資源」や「観光資源」の活用など地域経済の好

循環に資することにつながることから大変重要な役割を担っている。 

 

   また第１期経営発達支援計画では以下の目標を掲げ、小規模事業者支援を実施してきた。 

   

＜第１期長野市商工会経営発達支援計画の目標＞ 

（ⅰ）市場のニーズを把握した事業計画・改善計画等の策定支援を通じて、既存事業者の経営基

盤の安定と強化に取り組み、自社にしかない『強み』に気づき、活用する。 

（ⅱ）地域の商工業が持続・成長するために、個による支援から全体での支援への転換を図り、

意欲ある事業承継者や創業者の育成支援体制を強化して、小規模事業者の減少を抑制す

る。 

（ⅲ）「ベッドタウンと商業・工業集積地」「中山間地」「観光地」という３分類の地域特性を踏

まえた産業の振興に寄与し、地域の活力とにぎわいを取り戻すため、役職員一丸となって

本計画を推進する。 

 

   実施にあたり小規模事業者の課題を共有した上で、支援を展開してきたが、今回第二期経営発

達支援計画を策定し、①に記述した小規模事業者自らが自己変革に挑戦していくためには、自ら

の「強み」を含めた事業者が置かれている現状の分析と、それを踏まえた行動計画の明確化と、

それを実現する道筋が設定されていることが必要であり、事業計画の実施により得られた成功体

験が今後、自らが自己変革を主体的に実践していくための動機付けとなることから、我々支援者

側の支援方法もそれらに対応した支援に変えていく必要がある。 

   またＤＸの推進などに必要な知識の取得など職員のより一層の資質向上が求められているこ

とは言うまでもなく、商工会が果たす役割は重要さを増している。 

 

 （３）経営発達支援事業の目標 

  ①「特色」や「強み」を活かすために事業計画の策定を支援し、ＰＤＣＡの実践を通して、主体

的、能動的に行動することができる事業者を育成し、事業者の自走化を図る。 

②個々の事業者の実情に合ったＩＴ技術の活用等のＤＸの取り組みを推進し、情報発信力の強化

や業務の効率化及び販路の拡大を実現し、生産性や付加価値の向上を図る。 

③事業者間の連携と協業を支援し、個々の特性を補完しあいながら経営基盤を強化することによ

り、事業者の減少の抑制や雇用の場の創出を図り、地域の活性化につなげる。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和５年４月１日～令和１０年３月３１日） 

 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

  ①「特色」や「強み」を活かすために事業計画の策定を支援し、ＰＤＣＡの実践を通して、主体

的、能動的に行動することができる事業者を育成し、事業者の自走化を図る。 

 

   ・小規模事業者が自己変革力を備えて、自走化できるようになるためには、主体的、能動的に

自ら行動することが成果につながるといった動機付けが重要である。そのためには①対話と

傾聴により自らの「特色」や「強み」を事業者と支援者が共有し、現状を分析すること。②

それを活かすために事業計画を策定し、その計画の実現のために具体的な行動計画を立てる

こと。③実際に行動計画を実行すること。④実行した行動を評価・分析すること。⑤課題や

問題点についての改善や対策を行い、次の「計画」へ反映させることといったＰＤＣＡを実

践することにより、初めて目に見える形としての成果（成功体験）を事業者が認識できるか

が重要である。成果が出るように事業計画や行動計画を策定し、実施にあたってはフォロー

アップするなど事業者の状況に応じた支援を実施することにより事業者の自走化につなげ

る。 

 

  ②個々の事業者の実情に合ったＩＴ技術の活用等のＤＸの取り組みを推進し、情報発信力の強化

や業務の効率化及び販路の拡大を実現し、生産性や付加価値の向上を図る。 

 

   ・個々の事業者の現状分析から、ターゲットやニーズにあったＩＴ技術を用いた広告宣伝や販

売手法などの活用及び既存の経理や事務処理など業務の効率化等ＤＸの取組が有効であるこ

とを認識してもらうためにＤＸ推進セミナーを開催する。また具体的なＩＴ技術等を活用し

たＤＸの取組事例等の知識を習得することが支援者である職員には必要なことからＤＸに関

する内部研修会を開催し、資質向上を図る。 

 

  ③事業者間の連携と協業を支援し、個々の特性を補完しあいながら経営基盤を強化することによ

り、事業者の減少の抑制や雇用の場の創出を図り、地域の活性化につなげる。 

 

   ・限られた経営資源しか持ち合わせない小規模事業者にとっては、自社の「強み」をより高め

るために経営資源を集中し、他社との差別化を図り、また自社の「弱み」は他の事業者との

連携や協業により補完しあう関係を構築することが経営を持続させるためには必要不可欠で

ある。多種多様な事業者との関りがあるという商工会の強みを活かし、連携・協業のための

マッチングを支援し、経営基盤の強化から、事業者の減少を抑え、雇用の場を確保すること

により、地域の活性化を図る。 
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Ⅰ.経営発達支援事業の内容  

 
３．地域の経済動向調査に関すること 

 

（１）現状と課題 

【現状】 

当商工会では、全国商工会連合会からの委託により、4分類（製造・建設・小売・ｻｰﾋﾞｽ業）30企
業を四半期毎に定点調査する①「中小企業景況調査」と、4分類（製造・建設・小売・ｻｰﾋﾞｽ業）9
業種（食料品製造、機械金属製造、建設、衣料品小売、食料品小売、耐久消費財、旅館・宿泊所、

洗濯、理美容）を毎月定点調査する②「小規模企業景気動向調査」を実施している。調査結果につ

いては、①は全国及び県レベルでの報告を調査対象企業に提供し、②は全国レベルでの報告を一部

の事業所に情報提供する程度に留まっている。 

長野市のみを対象として調査結果を分析したり、全国及び県レベルの調査結果を広く一般の事業

所に情報提供したりする等には至っていない。また、地域経済分析システム（RESAS）等のビック

データも一部の事業者の事業計画策定時の活用に留まっている。 

上記以外には、経営指導員が個別に巡回・窓口相談の際のヒアリングや、金融機関が定期的に広

報誌に掲載するものを情報収集し参考にしていた程度であり、これらの情報を商工会としてまとめ

整理し、わかりやすく、小規模事業者に情報提供等を行うといったこともできていなかった。 

【課題】 

小規模事業者が事業計画の策定や新たな事業展開を行っていくためには、自社を取り巻く経営環

境についてデータを基に把握することは必要不可欠なことから、各種の調査結果と関係機関や金融

機関等から収集した情報を整理・分析し、国・県・市（管轄地域）単位の景況・経済動向をいかに

わかりやすく加工して提供し、小規模事業者が経営に活かすことが課題である。 

 

（２）目標 

 現状 公表方法 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

① 各種統計

データの

収集分析

公表回数 

－ HP掲載 ４回 ４回 ４回 ４回 ４回 

② 管内経済

動向分析

公表回数 
－ HP掲載 １回 １回 １回 １回 １回 

 

（３）事業内容 

 ①各種統計データの収集分析 

事業名 各種統計データの収集分析 

目的・狙い 小規模事業者が、自社を取り巻く経営環境を把握し、その状況を踏

まえた事業計画策定や新たな事業展開のための基礎資料とする 

対象者 製造業・建設業・小売業・サービス業 

調査手法 全国商工会連合会、長野県商工会連合会、金融機関等が実施してい

る景気動向に関する調査の情報を、経営指導員が収集・整理する。 

（調査対象） 

全国商工会連合会「小規模企業景気動向調査」、長野県商工会連合会

「中小企業景況調査」、長野信用金庫「景況調査レポート」 

分析手法 上記調査対象資料を基に、経営支援センター会議において経営指導
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員が項目毎に分析を実施する。 

調査・分析項目 業種（製造業・建設業・小売業・サービス業）毎の「業況」、「売上」、

「仕入（原価）」、「収益性」、「雇用情勢」、「資金繰り」、「設備投資」 

等 

調査・分析回数 年 4回 

調査・分析時期 四半期毎 

結果の活用方法 調査・分析結果について、商工会ホームページに掲載の上広く周知

する。加えて、巡回指導等の際に参考資料として小規模事業者に提

供する。これらの方法により、小規模事業者が経営環境を把握し、

事業計画策定や新たな事業展開の際の方向性、指針づくりとして活

用する。 

 

②RESAS・商圏分析システム MieNa を活用した管内経済動向分析 

事業名 RESAS・商圏分析システム MieNa を活用した管内経済動向分析 

目的・狙い 小規模事業者に対して、管内の産業動向・人口動態等を提供する。

これら統計データから管内の特性や変化を把握することにより、環

境変化に沿った事業計画策定のための基礎資料とする。 

調査手法 内閣府・経済産業省が提供する地域経済分析システム「RESAS」、株

式会社日本統計センターが提供する商圏分析システム「MieNa」を活

用し、経営指導員が調査・情報収集を行う。 

分析手法 RESAS、MieNa により調査・情報収集した内容に基づき、経営指導員

が分析する。 

調査・分析項目 （RESAS） 

・「地域経済循環マップ・生産分析」⇒何で稼いでいるか等を分析 

・「まちづくりマップ・From-to 分析」⇒人の動き等を分析 

・「産業構造マップ」⇒産業の現状等を分析 

・「観光マップ」⇒検索回数の多い観光施設等を分析 

（MieNa） 

・人口構成・産業構造・商品別消費支出額等を分析 

調査・分析回数 年 1回 

調査・分析時期 10 月 

結果の活用方法 調査・分析結果について、商工会ホームページに掲載の上広く周知

する。加えて、巡回指導等の際に参考資料として小規模事業者に提

供する。これらの方法により、小規模事業者が経営環境を把握し、

事業計画策定や新たな事業展開の際の方向性、指針づくりとして活

用する。 

 

４．需要動向調査に関すること 

 
（１）現状と課題 

【現状】 
管内の小規模事業者は従業員等も少なく、独自に需要動向や顧客ニーズを調査することは難しい

状況である。また、今後の事業の方向性を考える上において、消費者やお客様の意識・動向を把握

することは重要である。しかし事業者がそのことを認識していないことも多く、自社の商品やサー

ビスの優位性や有益性を感覚的に過大評価しがちであり、アンケート調査等を実施していたとして

も、大半の事業者は収集結果の分析等を行い経営に活かすまでに至っていない状況である。当商工

会としてもテイクアウト事業者に対する販売促進のためのクーポン券事業を実施した際に調査を

実施した程度であり、結果を集計・分析して事業者にフィードバックするまでには至っていない。 
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【課題】 
需要動向や顧客ニーズを把握することの重要性そのものを、小規模事業者に認識してもらい、商

品のブラッシュアップや新商品の開発など経営に活かすことが課題である。 
 
（２）目標 

 現状 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

① 展示会等

における

需要動向

調査対象

事業者数 

－ ５者 ５者 ５者 ５者 ５者 

② 顧客のニ

ーズ調査

対象事業

者数 

－ ２０者 ２０者 ２０者 ２０者 ２０者 

③ 観光客の

ニーズ調

査対象事

業者数 

－ ２５者 ２５者 ２５者 ２５者 ２５者 

 
（３）事業内容 

 ①展示会等における需要動向調査 

事業名 展示会等における需要動向調査（BtoB） 
目的 展示会等への出展時には、今後の取引や商談等につなげるため、来

場者のニーズを把握した上で、効果的に自社製品のＰＲや展示レイ

アウト等を実施する必要があることから、来場者に対する需要動向

調査を実施する。 
対象者 展示会等への出展者 
調査手法 展示会来場者に出展事業者及び経営指導員がアンケート調査を実施

する。事前に経営指導員、更に必要に応じて中小企業診断士等専門

家を活用し、アンケート調査項目の設定を支援する。１事業者あた

り２０件以上の回答を得る。 
分析手法 経営指導員が集計し、必要に応じて中小企業診断士等外部専門家を

活用しながら、結果の分析を行う。 
調査・分析項目 （製造業）来場目的、取引希望の有無、必要とする技術力、関心の

ある市場分野、展示方法等 
（小売業）来場目的、取引希望の有無、必要とする商品、関心のあ

る市場分野、展示方法等 
結果の活用方法 分析した結果は、経営指導員等が出展者に直接説明することにより

フィードバックを行い、新規取引の獲得や新製品や既存製品の改良

に活かしていく。更に、これら来場者ニーズの情報を活用し、事業

計画策定に反映させる。 
 

②顧客のニーズ調査 

事業名 顧客のニーズ調査（来店客調査）（BtoC） 
目的 顧客・消費者は、小規模事業者の商品・サービスについて、必ず何

等かの便益やメリット、理由があるから購入・発注する。顧客・消

費者のニーズや声を把握して、それらを踏まえた新商品やサービス
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開発、既存商品やサービスの見直しにつなげる。 
対象 

 
新商品やサービスの提供を行う事業者及び既存の商品やサービスの

見直しを行う事業者 
調査手法 各店の店舗等にて事業者が主体となりアンケート調査を実施する。

事前に経営指導員、更に必要に応じて中小企業診断士等専門家を活

用し、アンケート調査項目の設定を支援する。またスマホを用いた

アンケートフォーム等を活用し、１商品・サービスにつき５０名以

上の来店者から回答を得る。 
分析手法 経営指導員が集計し、必要に応じて中小企業診断士等外部専門家を

活用しながら、結果の分析を行う。 
調査・分析項目 （小売業）価格、パッケージデザイン、独自性、商品自体の満足度  

購入意向、改善点等 
（サービス業）価格、サービスメニュー、独自性、サービス内容の

満足度、サービス継続利用の有無、改善点等 
結果の活用方法 分析した結果は、経営指導員等が当該店舗に直接説明することによ

りフィードバックを行い、新商品やサービス開発、既存商品やサー

ビス改良に活かしていく。更に、これら顧客・消費者ニーズの情報

を活用し、事業計画策定に反映させる。 
 

③観光客のニーズ調査 
事業名 観光客のニーズ調査 

目的 当商工会地域の観光客の商品・サービス等の需要を把握するため、

観光産業が基幹産業である戸隠地域のそば店等において、観光客等

ニーズ調査を実施する。個社別の集計・分析に加え、全体の集計・

分析結果を管内の観光関連事業者の参考資料として、メニュー開発、

事業者間連携につなげる。 

対象者 戸隠地域の飲食店（そば店等） 

調査手法 各店にて事業主が主体となりアンケート調査を実施する。具体的に

は「戸隠そば祭り」※１期間中のイベントである「半ざる食べ歩き」
※２企画のチケットブックにアンケートページを追加し、調査項目の

設定については事前に経営指導員、更に必要に応じて中小企業診断

士等専門家を活用して設定支援を行う。また実施はアンケートペー

ジの回収やスマホ等での回答により、各店舗につき５０名以上の来

店者から回答を得る。 

分析手段・手法 回収したアンケートに対して、経営指導員が単純集計・クロス集計

等で分析。必要に応じて中小企業診断士等外部専門家を活用する。 

調査・分析項目 回答者属性（年齢、性別、居住地等）、来訪理由（この地域に来た理

由）、来店理由（店を選んだ理由）、満足度（価格・メニュー・接客

等）、宿泊の有無、来店後の行動予定（行先、理由）、お土産の購入

有無（予算、品物、誰に）、意見・要望等 

調査・分析時期 調査：戸隠そば祭り実施期間である 11月 分析：12 月～1月 

結果の活用方法 分析した結果は、経営指導員等が当該店舗に直接説明することによ

りフィードバックを行い、新商品やサービス開発、既存商品やサー

ビス改良に活かしていく。更に、全体の集計結果を管内の観光関連

事業者に提供し、事業者間の連携やコラボ商品の開発等に活用する。 
 ※１ 長野市戸隠地区の新そば祭り。戸隠神社へ新そばを献納する献納祭などの神事が期間中に行われる。 

※２ 上記※1期間中に各そば店を食べ歩くイベントを例年実施。半ざる（ざるそば 1人前の半分）を４店舗で食することができ

るチケットブックが発売される。 
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５．経営状況の分析に関すること 

 

（１）現状と課題 

【現状】 
小規模事業者の経営状況の分析は知恵の経営ワークショップ※１（経営分析編）への参加者や融資

の相談、各種補助金申請事業者を中心に今までも実施してきた。 
財務分析は決算書等から把握することが可能であるため分析等を概ね実施できた。一方、非財務

分析は知恵の経営ワークショップの参加者などには実施できたが、金融等の相談事業者へはそこま

で深堀して実施できておらず、経営分析としては不十分な状況で終わってしまっていることが多い。

また事業者への分析結果のフィードバックもワークショップ参加者である一部に留まっている。 
【課題】 
コロナ禍により大きく事業環境が変化する中で、事業者の経営状況も大きく変化していることが

予想されるが、経営状況の分析とその結果を事業計画の策定に活かすためには事業者との対話と傾

聴を重ね、事業者と支援者双方で分析結果を共有して、課題解決につなげることが課題である。 
 

 ※１ 知恵の経営ワークショップ・・知的資産経営の手法を用いたワークショップ。自社の「強み」である知的資産を経営に活か

すため、現状の分析（経営分析編）とそれを活かした事業計画の策定（事業計画策定編）のための集団セミナーの開催と個

別支援の実施を組み合わせ実施している。 

 
（２）目標 

 現状 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

① 小規模事

業者の経

営分析者

数 

１０４者 １６２者※２ １６２者 １６２者 １６２者 １６２者 

② 経営分析

セミナー

の開催件

数 

１回 １回 １回 １回 １回 １回 

② 経営分析

セミナー

参加者に

係る経営

分析者数 

１１者 １８者※３ １８者 １８者 １８者 １８者 

経営分析

者数合計 
１１５者 １８０者 １８０者 １８０者 １８０者 １８０者 

 ※２ 経営指導員一人当たり20者（経営指導員等一人当たりで継続的に指導及び助言を行うことができると想定される業務量） 
×90%（現状業務を考慮した努力目標）＝18者と設定し、全9人のため18者×9人=162者とした。 

  ※３ ②の参加者である20者×90%=18者と設定した。 
 
（３）事業内容 

①小規模事業者の経営分析 
事業名 小規模事業者の経営分析 
目的 小規模事業者の今後の経営の方向性や将来の目標、そのための事業計

画策定にあたって、まずはきちんと自社の現状を把握することが必要

である。このため、経営分析を実施して自社の現状を把握することに

より、自社の強みや課題を見つける。 
支援対象者 

及び 
実施内容 

記帳支援や金融斡旋、各種補助金等の申請支援の際に経営分析におけ

る財務分析を実施し、内容を説明した上で、非財務分析を実施する。 
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実施手法 経営指導員等が「ローカルベンチマーク」等を活用し、対話と傾聴に

より、小規模事業者をフォローしながら分析を実施。 
実施時期 随時 
分析項目 （財務分析）売上持続性、収益性、生産性、健全性、効率性、安全性 

（非財務分析）SWOT 分析（強み・弱み・機会・脅威）等 
  ①経営者（経営理念・ビジョン・経営意欲・後継者） 
  ②事業（事業沿革・強み・弱み・ＩＴ活用付加価値向上） 

③企業を取り巻く環境・関係者（市場動向・規模・シェア・競合

他社との比較・顧客リピート率・新規開拓率等） 
④内部管理体制（組織体制・事業計画の有無・人材育成等） 

実施体制 
実施担当者 

経営指導員及び補助員等 

結果の活用方法 分析結果は、対象小規模事業者にフィードバックするとともに、事業

計画の策定や改善、新たな事業展開に活用する。 
 

 ②経営分析セミナーの開催 
事業名 経営分析セミナーの開催 

目的 小規模事業者の今後の経営の方向性や将来の目標、そのための事業計

画策定にあたって、まずはきちんと自社の現状を把握することが必要

である。このため、本セミナーで現状を把握して、経営分析を行い事

業者本来の強みや課題を見つける。また今後事業者が自走化していく

ために経営分析手法の習得も目指す。 

対象及び参加者数 新たな事業展開を考えている者・事業の方向性を模索している者等の

小規模事業者 20 者 

セミナー内容、 

カリキュラム例等 

まずは、「なぜ経営分析が必要なのか」といったことを理解すること

から始め、経済産業省「ローカルベンチマーク」等を活用しながら財

務分析、更には強み・弱み等といった非財務分析の結果及び手法につ

いて中小企業診断士等から説明をしてもらう。 

・経営分析とは何か？その意義・重要性 

・経済産業省「ローカルベンチマーク」とは 

・財務分析について 

・非財務分析について（SWOT 分析他） 

開催回数、開催時期  1 回／年、9月 

募集方法 ・対象である小規模事業者の内、意欲的な小規模事業者に対して職員

から直接勧誘を行う 

・商工会ホームページにおいても募集する。 

分析実施手法 本セミナー内において講師や経営指導員が「ローカルベンチマーク」

等を活用し参加者をフォローしながら分析を実施。更に、セミナー内

で分析を終えられなかった参加者に対してはセミナー終了後、改めて

経営指導員が、セミナー内容に基づき経営分析の実施・フォローアッ

プを行う。必要に応じて中小企業診断士等専門家の個別相談を行う。 

分析項目 （財務分析）売上持続性、収益性、生産性、健全性、効率性、安全性 

（非財務分析）SWOT 分析（強み・弱み・機会・脅威）等 
  ①経営者（経営理念・ビジョン・経営意欲・後継者） 
  ②事業（事業沿革・強み・弱み・ＩＴ活用付加価値向上） 

③企業を取り巻く環境・関係者（市場動向・規模・シェア・競合

他社との比較・顧客リピート率・新規開拓率等） 
④内部管理体制（組織体制・事業計画の有無・人材育成等） 
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講師 中小企業診断士等 

結果の活用方法 分析結果は、対象小規模事業者にフィードバックするとともに、事業

計画の策定や改善、新たな事業展開に活用する。 

 

６．事業計画策定支援に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 
小規模事業者に対しては、「小規模事業者持続化補助金」や「ものづくり・商業・サービス補助

金」、「経営力向上計画」、「先端設備導入計画」等の申請や融資を受ける際に、事業計画の策定を支

援してきた。また、従前より「知恵の経営ワークショップ（計画策定編）」を開催し、実際に受講者

は策定した事業計画を実施して、経営に活かすことができた。 
【課題】 
今までは補助金の申請や認定時に、事業計画の策定が必要なため、事業計画策定の支援を実施す

ることが多かった。今後は将来の目標と需要を見据えた事業計画の策定が自社の売上の増加や生産

性の向上につながることを多くの事業者に認識してもらい、自ら事業計画を策定し実施する事業者

を増やすことが課題である。また小規模事業者にとってＩＴ技術の活用が競争力や生産性の向上に

つながることを認識してもらい、ＤＸへの取組みをいかに事業計画に反映させるかが課題である。 
 

（２）支援に関する考え方など 

「地域の経済動向」や「経営状況の分析」、「需要動向調査」の結果を活用し、事業計画の策定支

援を実施する。事業計画の策定支援では、経営分析件数の５０％、事業計画策定ワークショップの

参加者の７５％の事業計画策定を目標とする。 
また、事業計画を策定する前段階として、ＩＴの活用等ＤＸに対する取組を具体的に事業計画に

反映させるため、ＤＸ推進セミナーを開催する。 
 
（３）目標 

 現状 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

① ＤＸ推進セ

ミナーの開

催回数・参

加者数 

－ 
１回 
２０者 

１回 
２０者 

１回 
２０者 

１回 
２０者 

１回 
２０者 

② 事業計画策

定ワークシ

ョップの開

催回数・参加

者数 

１回 

１１者 

１回 
２０者 

１回 
２０者 

１回 
２０者 

１回 
２０者 

１回 
２０者 

 
②ア・イ・ウ

による事業

計画策定事

業者数 

６１者 ９０者※1 ９０者 ９０者 ９０者 ９０者 

②エによる事

業計画策定

事業者数 

１１者 １５者※2 １５者 １５者 １５者 １５者 

事業計画

策定事業

者数合計 

７２者 １０５者 １０５者 １０５者 １０５者 １０５者 

※１ 前述５．経営分析数180者×50%＝90者  ※２ ②エの参加者数×75%=15者 
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（４）事業内容 

①ＤＸ推進セミナーの開催 
事業名 DX 推進セミナーの開催 
目的 企業を取り巻くビジネス環境の変化が激しい現代において、既存

業務効率化のための IT 化の取組みではなく、IT・デジタル技術を

活用して、根本的に業務や組織、ビジネスモデル等の変革も視野に

入れて競争優位を確立していくこと、つまり DX に対する取組が、

小規模事業者の経営基盤強化には欠かせない。その一方で、DX に

対する重要性、更には DX そのものについて理解を深めている小規

模事業者は少ないのが実情である。 
 事業計画を策定する前段階において、まずは DX とは何なのか、

更に DX に向けた意識の向上を図ること、また DX に向けて欠かせ

ない手段の一つである IT 化、IT ツールやデジタル技術等について

理解を深めていただき、これらも踏まえた事業計画策定支援を行う

ことを目的とする。 
対象及び参加者数 小規模事業者（全業種）20 者 
セミナー内容、 
カリキュラム例等 

・IT 化が加速・浸透する背景 
・IT 化への取組を迫られる事例 
・経営に有効な IT ツール、デジタル技術の例、更に導入メリット

や成功事例（LINE、Twitter、Instagram 等） 
・IT 化の先にある、DX とは？ 
・DX による競争力強化等成功事例 

開催回数、開催時期 1 回／年、9 月 
募集方法 ・前述の経営分析を実施した小規模事業者の内、意欲的な小規模事

業者に対して職員から直接勧誘を行う。 
・商工会ホームページにおいても募集する。 

支援手法 ＩＴ技術の利活用を行う事業者の事業計画策定につなげる。 
講師 ＩＴ事業者等 

 
 ②事業計画策定支援 

事業名 事業計画策定支援 

目的 「地域の経済動向」「お客様の需要動向」「自社の経営状況分析」を

踏まえた上で、今後の自社の方向性、具体的行動計画・プランを定

め、実行するため、事業計画を策定する。 

支援対象者 経営分析を実施した小規模事業者 

金融相談、補助金や認定申請相談等において、事業計画の必要性が

顕在化した事業者等 

対象事業者 

の掘り起こし 

及び 

支援の手段・手法 

ア 経営分析の実施時に事業計画策定を提案する。 

イ 需要動向調査の実施時に事業計画策定を提案する。 

ウ 補助金・助成金の申請時に事業計画策定を提案する。 

エ 下記事業計画策定ワークショップを開催する。 

※事業計画策定ワークショップ 

【内容】 

「なぜ事業計画が重要なのか」といった必要性を理解することか

ら始め、経済産業省「ローカルベンチマーク」、中小機構「経営デ

ザインシート」等を活用しながら事業計画策定手法等について専

門家から説明をしてもらう。 

・事業計画とは何か？その意義・重要性 
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・経済産業省「ローカルベンチマーク」、中小機構「経営デザイン

ート」等による事業計画書の概要 

・事業計画策定演習 

（自社内部・外部環境分析の確認、経営戦略の方向性、収支計画・

目標、具体的なアクションプランの作成 等） 

【開催回数、開催時期、募集人数等】 

開催回数は 1回（セミナー全 2回で個別支援３回を予定） 

開催時期はセミナーが 9、10 月、個別支援は 9,10,11 月を予定 

参加事業者数 20 者（うち事業計画策定数を参加者の７５％とする。） 

【募集方法】 

・上記支援対象者に対して職員から直接勧誘を行う 

・商工会ホームページにおいても募集する 

【講師】 

中小企業診断士等 

【支援の手段・手法】 

 本セミナー内において講師や経営指導員が「ローカルベンチマー

ク」「経営デザインシート」等を活用し参加者をフォローしながら

事業計画策定を支援。集団でのセミナーに留まらず、講師（専門

家）による個別支援を併せて行い、経営指導員が随時フォローア

ップし、事業計画策定を支援する。また具体的に課題があった場

合は、課題に応じた専門家派遣を実施する。 

 

 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

 

（１）現状と課題 

【現状】 
当会では今まで事業計画策定後の支援として、フォローアップの実施については知恵の経営ワー

クショップ（計画策定編）を受講して事業計画を策定した一部の事業者に限られており、事業者か

らの要請によりフォローアップを実施することがほとんどである。 
また、多くは策定後の経営状況（売上の増加や利益率の向上など）を把握するまでには至ってい

ない。 
【課題】 
事業計画の進捗状況を確認し、予定通りの計画実施ができていない問題点等を早期に発見するこ

とや、策定後の経営状況を把握するためには、定期的なフォローアップは欠かせない。事業計画を

策定した事業者からの要請によるものだけではなく、定期的にフォローアップを実施できるように

することが課題である。 
  

（２）支援に対する考え方 

  事業計画を策定した全ての事業者を対象に原則、四半期ごとにフォローアップを実施する。事業

計画の進捗状況等により、訪問回数を増やして集中的に支援すべき事業者と、ある程度順調と判断

し訪問回数を減らしても支障ない事業者を見極めた上で、フォローアップ頻度を設定する。 
 
 
（３）目標 

 現状 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

① フォローアップ

対象事業者数 
８４者 １０５者※１ １０５者 １０５者 １０５者 １０５者 
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② 頻度 

（延回数） 
３８５回 ４２０回※２ ４２０回 ４２０回 ４２０回 ４２０回 

③ 売上増加事

業者数 
－ ２０者 ２０者 ２０者 ２０者 ２０者 

④ 利益率３％

以上増加の

事業者数 

－ ２０者 ２０者 ２０者 ２０者 ２０者 

 ※１ 前述６．事業計画策定数105者 
  ※２ 105者×4回/年＝420回 

 

（４）事業内容 

①事業計画策定後のフォローアップ 
事業名 事業計画策定後のフォローアップ 
目的 策定された事業計画が実際に行動に移されているのか、更に行動に

移されていたとしても期待したような成果が出ているのか、といっ

た点を対話と傾聴により支援者と事業者が共有し、小規模事業者が

定めた目標を達成できるように支援する。 
支援対象者 事業計画を策定した全ての小規模事業者 

頻度 
 

四半期ごとのフォローアップを実施する。 
ただし、経営指導員等が定期的に巡回し、進捗状況を確認する中で、

訪問頻度については、臨機応変に対応する。なお、事業計画の進捗

状況が思わしくない事業者に対しては、支援頻度を上げ重点的に支

援を実施することで、策定した事業計画目標に近づける必要がある。

その一方で、進捗状況が順調に推移している小規模事業者に対して

は、例えば支援を半年に 1 回とするなど頻度を下げることにより、

重点的支援を必要とする小規模事業者に対する支援頻度を上げてい

く。 
手法・支援内容 

 
経営指導員等が、巡回・窓口によりフォローアップを実施するが、

進捗状況や計画内容により柔軟に対応する。 
事業計画と進捗状況のズレが生じた場合には、ミラサポ、（公財）長

野県産業振興機構、長野県よろず支援拠点、エキスパートバンク等

各種専門家派遣制度の活用を図りながら、そもそものズレの発生要

因、また今後の対応策等について検討する。この改善策に基づき、

更に経営指導員が重点的にフォローする等臨機応変に対応する。 
実施体制・担当者 経営指導員、課題に応じた専門家 

効果 フォローアップ支援の実施により、ＰＤＣＡサイクルの必要性を理

解し、当初の事業計画との違いを把握することで、次の展開へとつ

なぐことができる。 
 
８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 

（１）現状と課題 

【現状】 
これまで管内小規模事業者への新たな需要の開拓に寄与する支援については、行政等が開催する

商談会や大手百貨店での催事や展示会等への出展募集の情報を、該当する事業者に提供するに留ま

っており、当会として具体的な支援を行っていないのが現状である。 
【課題】 
今後、より一層の販路開拓につなげていくためには、小規模事業者にとって一番苦手とされてい
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る自社の強みや製品のＰＲを積極的に行うことに対して事業者が意欲的に取り組めるように支援

を実施していくことが課題である。 
また、今後新たな販路の開拓にはＤＸの推進が必要かつ効果的であるが、事業者にはそのことの

重要性を認識してもらうことが課題である。 
 

（２）支援に対する考え方 

  商工会が自前で展示会等を開催するのは困難である。また小規模事業者が知識・経験不足等によ

り独自に取り組むことは難しいが、今後の販路開拓につながる効果的な取り組みを支援する。リア

ル展示会においては、経営指導員及び専門家の活用を図りながら事前事後の支援、また出展期間中

には陳列や接客等きめ細かな伴走支援を実施していく。更に、長野市や金融機関等が主催する展示

会等への出展を促す。特にDXに向けた取組としては、商圏に制限の無いWebを活用した販路開拓支

援を進める。 
 
（３）目標 

 現状 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

① 展示会への出

展事業者数 
３者 ５者 ５者 ５者 ５者 ５者 

成約件数／者 － １件 １件 １件 １件 １件 

② 物産展への出

展支援 
－ ５者 ５者 ５者 ５者 ５者 

売上額／者 － １０万円 １０万円 １０万円 １０万円 １０万円 
③-1,2,3 Webを活

用した販路開

拓支援 

－ １０者 １０者 １０者 １０者 １０者 

売上増加率／者 － ５％ ５％ ５％ ５％ ５％ 
 
（４）事業内容 

①展示会への出展支援（ＢtoＢ） 
事業名 展示会への出展支援（BtoB） 
目的 展示会への出展支援により、新たな取引先や新規顧客の獲得につ

なげることを目的とする。 
展示会としては下記の二つを想定 
【産業フェア in 信州】 
産業フェア実行委員会（事務局：長野商工会議所内）が開催する

展示会である。県内の企業が事業拡大や販路開拓、産学官連携に

よる広域ネットワークの形成をすることを目的としている。来場

者はバイヤーや関連業者等が多い。令和 4 年 10 月の開催では、

来場者数 11,878 名（2 日間合計）、出展社数 125 社であった。 
 
【長野しんきんビジネスフェア】 
長野信用金庫が主催、多業種にわたる展示会であり、来場者はバ

イヤーや関連業者等が多い。一般消費者の来場は殆ど無く、事業

者間取引の振興を目的とした展示会である。直近の令和 4 年 5 月

の開催では、出展者数 162 社・団体、来場者数約 1,500 名（いず

れも主催者発表）の参集を得て開催された。 
 
その他県内外で開催予定の同種・同目的の展示会等への出展も含

む 
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支援対象 事業計画を策定した、また今後事業計画を策定する BtoB 小規模

事業者（製造業・小売業等）等 
手段・手法 支援対象者に、経営指導員が当展示会に関する資料を提供するこ

とにより出展・利用を促し、出展時の内容やＦＣＰシートの作成

及びレイアウト等の支援を行う。 
効果 自社の技術・商品・サービスを多くの来場者に直接発信、PR で

きる。また出展により、需要動向調査も併せて実施することがで

き、更に、出展者同士においても技術ニーズやシーズについて意

見交換・交流を図ることにより、実際の取引につながることも期

待できる。 
実施後のフォロー 出展した小規模事業者に対しては、半年に１回、巡回・窓口相談

により成約等の状況を把握する。期待した成果に結びつかない場

合、成果がでない原因について、専門家の活用を図る等の対応に

より検討を加え、売れる商品・製品となるようにブラッシュアッ

プを図っていく。 
 
②物産展への出展支援（ＢtoＣ） 

事業名 物産展等への出展支援（BtoC） 
目的 物産展等への出展支援により、新たな取引先や新規顧客の獲得に

つなげることを目的とする。 
出展する物産展・即売会は、百貨店等が催事等で開催する一般消

費者向けの物産展・即売会等への出展支援を想定。 
【北信濃がたり・上越がたり】 
市内にあるながの東急百貨店で開催する「北信濃がたり・上越が

たり」への出展支援が一つである。同物産展は出展前にバイヤー

による審査があり、商談につながる可能性がある。自社製品の販

売等を実際に経験することにより、商品価値の伝え方、商品ＰＲ

の手法等を学ぶことが目的。令和 3 年 12 月 3 日～5 日まで始め

て開催された。出展者数 28 社（うち長野市内事業者数 6 社）で

あった。 
その他県内外で開催予定の同種・同目的の物産展等への出展も含

む。 
支援対象 事業計画を策定した、また今後事業計画を策定する BtoC 小規模

事業者（食品製造業・小売業等）等 
手段・手法 支援対象者に、経営指導員が当物産展等に関する資料を提供する

ことにより出展・利用を促し、出展時の内容やＦＣＰシートの作

成及びレイアウト等の支援を行う。また、主催バイヤーとともに

自社商品の消費者に対する訴求力を高めるためブラッシュアッ

プ等実施する。 
効果 自社の商品・サービス等を多くの来場者に直接発信、PR できる。

また、消費者ニーズを直接確認することで、既存商品の改良や新

商品の開発に活かす。 
実施後のフォロー 商品を出展した小規模事業者に対しては、出展したことの効果を

把握し、他の物産展・即売会等への出店意欲の確認を行う。また

期待した成果に結びつかない場合、成果がでない原因について、

専門家の活用を図る等の対応により検討を加え、売れる商品等と

なるようにブラッシュアップを継続して実施する。 
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③－１ Webを活用した販路開拓支援（ＳＮＳ） 
事業名 ＳＮＳによる販路開拓支援（BtoC） 
目的 新たな販路開拓手法として、ＳＮＳツールを利用して宣伝広告等

を行い、販売を拡大する手法が少ない費用や手間で効果が上がる

として注目されている。実際に若者世代を中心として、購買の意

思決定に大きな影響を与えている。本来、経営資源が乏しい小規

模事業者にとっては有効な販路開拓手法であるが、利用価値が理

解されていない。そこで、ＳＮＳによる販売や販売促進（情報発

信を含む）により効果が見込める事業者を支援し、売上拡大を目

指す。 
支援対象 事業計画を策定した、また今後事業計画を策定する BtoC 小規模

事業者等 
手段・手法 支援対象者に対して、販路拡大をするために、事業者の実情に応

じて、取り組みやすいＳＮＳツールを提案する。効果的な商品等

の紹介文や掲載写真の選定などを支援し、宣伝効果を高め、新規

顧客の獲得を目指す。 
またＳＮＳツールを利用したネットショップ構築等に際しては

ＩＴ専門家の派遣等により対応する。 
効果 ＳＮＳツールを利用したネットショップの立ち上げや商品構成、

ページ構成、ＰＲ方法等を支援することで、自社の商品・サービ

ス等を多くの消費者に伝えることができ、販路拡大につながる。 
実施後のフォロー ＳＮＳツールの利用による効果をアクセス数や販売数、売上など

の確認を定期的にフォローし、期待した成果に結びつかない場

合、成果がでない原因について、専門家の活用を図る等の対応に

より検討を加え、改良等を支援する。 
 
③－２ Webを活用した販路開拓支援（ネットショップ） 

事業名 ネットショップの構築支援援（BtoC） 
目的 インターネットを活用して販路開拓を目指す事業者が増加して

いることから、ネットショップの構築を支援し、さらにフォロー

アップを行うことで売上拡大を目指す。 
支援対象 事業計画を策定した、また今後事業計画を策定する BtoC 小規模

事業者等 
手段・手法 支援対象者に対して、販路拡大を図るために、事業者の商品やタ

ーゲットに応じた各種ショッピングサイト等を提案し、効果的な

商品紹介のリード文の作成や写真掲載方法等について支援する。 
またネットショップ構築等に際してはＩＴ専門家の派遣等によ

り対応する。 
効果 ネットショップの立ち上げや商品構成、ページ構成、ＰＲ方法等

を支援することで、自社の商品・サービス等を多くの消費者に伝

えることができ、販路拡大につながる。 
実施後のフォロー 定期的にフォローアップを行い、ネットショップの利用状況をア

クセス数や販売数、売上などで確認をし、期待した成果に結びつ

かない場合、成果がでない原因について、専門家の活用を図る等

の対応により検討を加え、改良等を支援する。 
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③－３ Webを活用した販路開拓支援（越境ＥＣ） 
事業名 越境ＥＣによる販路開拓支援（BtoC） 
目的 近年、人口減少等により国内市場が縮小していることや、また海

外の消費者からは高品質で安全性が高い日本の商品や製品を好

む傾向が強く、越境ＥＣへの進出を検討する事業者が増えてい

る。そこで越境ＥＣへの進出に対する支援を行い、さらにフォロ

ーアップを行うことで販路拡大から売上増加を目指す。 
支援対象 事業計画を策定した、また今後事業計画を策定する BtoC 小規模

事業者等 
手段・手法 支援対象者に対して、販路拡大をするために、事業者の商品やタ

ーゲットに応じた各種越境ＥＣサイト等を提案し、効果的な商品

紹介のリード文の作成や翻訳及び写真掲載方法等について支援

する。 
また越境ＥＣへの進出に際しては、進出経験のあるＩＴ専門家の

派遣等により対応する。 
効果 越境ＥＣの立ち上げや商品構成、ページ構成、ＰＲ方法等を支援

することで、自社の商品・サービス等を海外の多くの消費者に伝

えることができ、販路拡大につながる。 
実施後のフォロー 定期的にフォローアップを行い、越境ＥＣの利用状況をアクセス

数や販売数、売上などで確認をし、期待した成果に結びつかない

場合、成果がでない原因について、専門家の活用を図る等の対応

により検討を加え、改良等を支援する。 
 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

 

（１）現状と課題 

【現状】 

現在、当会の経営発達支援事業についての事業に対する評価や見直しをする仕組みについては、

月に１度開催する経営支援センター会議で事業者からのアンケート結果等の声を反映しながら行っ

ており、事業実績については総会資料等で報告しているのが現状である。 

【課題】 

内部の経営指導員による経営支援センター会議においてのみ事業に対する評価や見直しを行っ

ているため、外部からの評価を事業に反映させるために評価委員会を設置し、計画実施におけるＰ

ＤＣＡサイクルを構築することが必要である。 

  

（２）事業内容 

本計画に記載の事業の実施状況及び成果の把握や今後の見直し案の作成等についてはＰＤＣＡサ

イクルを構築し、具体的には次のとおり実施する。 

 

①成果の評価及び見直しの方向性の検討 

経営支援センター会議（構成員：経営指導員）にて事業の実施状況、達成度を検証する。また次

期の事業見直し案を作成する。 

  その後、商工会役員（正副会長）、長野市、外部有識者として中小企業診断士等専門家、事務局

長、及び法定経営指導員等で「経営発達支援計画評価委員会（仮）」を年１回開催し、事業成果

及び翌年度の事業見直し案に対する評価を受ける。 

  

②見直し案の立案と決定 

 評価委員会の提言を受け、法定経営指導員を中心に再度見直し案を立案する。 
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 ③見直し案の報告、事業の成果・評価の結果公表 

事業の成果・評価の結果については、通常総代会で報告し承認を得る（毎年度１回）。 

結果は小規模事業者が閲覧可能な状態にするため、長野市商工会のホームページにて公表する。 

 

１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

 

（１）現状と課題 

【現状】 
経営指導員、補助員、一般職員等の能力向上、組織力の向上、スキルアップのための研修会に参

加しているが、個々の知識取得のためだけとなっており、研修内容については職員全体で共有され

ていない。また支援事例についても経営指導員の相談事例等を中心に月に１度の経営支援センター

会議で発表をし、共有に努めているがデータベース化するまでには至っていない。 
【課題】 
研修内容や支援事例についても個々の相談案件に応じて共有し、個別の相談指導を行う中で、効

果的に蓄積した知識や支援事例を活かしていくことが、さらなる職員の資質向上にもつながること

から、共有できる体制を整備していくことが重要である。 
また、事業者へのＤＸの推進には職員のＤＸに対する知識の習得は必要不可欠であり、セミナー

等への参加を積極的に行う必要がある。 
 

（２）事業内容 

  ①ＤＸ推進に向けた内部講習会の開催 
事業名 ＤＸ推進に向けた内部講習会 

目的 地域小規模事業者のＤＸ推進に向けては、経営指導員のみではな

く、商工会全職員が、ＤＸの内容について理解することが不可欠

である。しかし、急速に進展する IT 化、AI 等の技術革新の進歩

は目覚ましい状況にあり、我々商工会職員は、ＤＸに向けた専門

的知識について不足している。このため、IT 専門家等を講師とし

て、商工会全職員を対象とした内部研修会を実施してＤＸ推進に

向けた支援能力向上を図る。 

対象者 経営指導員他商工会全職員 

資質向上する内容 ＤＸに向けた IT・デジタル化の取組 

 ア）事業者にとって内向け（業務効率化等）の取組 

RPA システム、クラウド会計ソフト等のバックオフィス業

務のデジタル化、電子マネー商取引システム等の IT ツー

ル、 テレワークの導入、補助金の電子申請、情報セキュ

リティ対策 等 

イ）事業者にとって外向け（需要開拓等）の取組 

ホームページ等を活用した自社 PR・情報発信方法、EC サ

イト構築・運用、オンライン展示会、SNS を活用した広報、

モバイルオーダーシステム 等 

ウ）その他の取組 

オンライン経営指導の方法 等 

実施方法 商工会全職員を対象とした研修会を年１回開催。IT 専門家を講師

とし、ＤＸ推進に向けた理解や知識を深める。 

実施時期 6 月 

効果 支援者である商工会全職員が、ＤＸ推進に向けた知識を得ること

により、小規模事業者に対する支援能力を向上する効果が期待で

きる。 
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②ＯＪＴ制度 
目的 経営指導員をはじめとした商工会全職員の個々の支援能力の向上

を図る 
対象者 経営指導員他商工会全職員 
内容 経験年数の短い経営指導員や補助員と、経験豊富な経営指導員等が

チームで小規模事業者を支援することを通じて OJT を実施し、組

織としての支援能力の底上げを図る。また、専門家を活用した支援

を行う際は、経営指導員等が同行し、ノウハウを習得する。 
 
③職員間の定期ミーティング 

目的 組織内で研修内容や支援状況を共有する 
対象者 経営指導員他商工会職員 
内容 月 1 回の経営支援センター会議のなかで前述の研修内容や支援状

況を共有する。具体的には、研修等へ参加した経営指導員等が順番

で講師を務め、経営支援手法や IT 技術等の活用方法、具 
体的な IT ツール等について紹介し、ミーティング内で意見交換を

行う。また、各人の支援状況等を共有し、経営発達支援計画の進捗

管理を実施する。 
 
④スキルアップ研修会の開催 

事業名 スキルアップ研修会の開催 

目的 経営発達支援計画の実施に向けては、経営指導員のみではなく、補

助員や一般職員等が、経営発達支援計画の内容について理解するこ

とはもとより、経営支援における基礎的知識の習得が不可欠であ

る。このため、経営指導員や各分野の専門家（中小企業診断士等）

を講師として、商工会全職員を対象とした内部研修会を実施して、

支援能力向上を図る。 

対象者 補助員、一般職員等 

資質向上する内容 経営発達支援計画の実施内容及び経営支援における基礎的知識等 

実施方法 研修会を年２回開催。経営指導員や各分野の専門家（中小企業診断

士等）を講師として実施する。 

実施時期 6 月、9月 

効果 補助員や一般職員等が、経営発達支援計画の推進に向けた知識を得

ることにより、小規模事業者に対する支援能力を向上する効果が期

待できる。 
 
⑤支援情報のデータベース化 

目的 担当外の経営指導員等でも一定レベル以上の対応ができるように

するために実施する。 

具体的には支援担当職員不在時でも対応ができるようにするこ

と、担当職員が人事異動となっても後任者が円滑に支援を継続で

きる体制とすること、比較的経験年数の短い職員においても先輩

職員の支援ノウハウを活用することにより、商工会全体としての

支援スキルの底上げを図ることを目的とする。 

内容 商工会の「小規模事業者支援システム」に支援に関するデータ入

力を実施し、データベース化する。これにより、支援先である小

規模事業者の支援状況等を職員全員で相互共有することが可能と

なる。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和４年１１月現在） 

 

（１） 実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発

達支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の

関与体制 等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野市商工会 

事務局長 

事務局次長 

本所 

【経営支援センター】 

 経営指導員   ３名 

【地域支援センター】 

 経営指導員   ３名 

 補助員     １名 

 嘱託職員    ２名 

【総務指導課】 

 補助員     １名 

 

若穂支所 

経営指導員   １名 

補助員     １名 

嘱託職員    １名 

川中島支所 

補助員     １名 

嘱託職員    １名 

西部支所・中条支所 

嘱託職員    ２名 

豊野支所 

経営指導員   １名 

補助員     ２名 

戸隠支所・鬼無里支所 

法定経営指導員 １名 

補助員     １名 

嘱託職員    ３名 

長野市 

商工観光部 

商工労働課 

※法定経営指導員及び経営指導員は全員 

経営支援センターに所属（兼務） 
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（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

 ■氏 名  酒井 伸章 

 ■連絡先  長野市商工会経営支援センター TEL026-284-3053 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

 経営発達支援計画の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・

見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

 長野市商工会 経営支援センター 

〒381-2205 

長野県長野市青木島町大塚 881-1 

TEL:026-284-3053 / FAX:026-285-3344 

E-Mail:keieishien@naganoshi-sci.or.jp 

 

②関係市町村 

 長野市 商工観光部商工労働課 

 TEL:026-224-5041 / FAX:026-224-5078 

  E-Mail:skr@city.nagano.lg.jp 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

必要な資金の額 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 

 

・地域の経済動

向に関する

こと 

 

・需要動向調査

に関するこ

と 

 

・経営状況の分

析に関する

こと 

 

・事業計画策定

支援に関す

ること 

 

・事業計画策定

後の支援に

関すること 

 

・新たな需要の

開拓に寄与

する事業に

関すること 

 

・経営指導員等

の資質向上

に関するこ

と 

 

   100 

 

 

 

500 

 

 

 

400 

 

 

 

400 

 

 

 

100 

 

 

 

500 

 

 

 

 

500 

 100 

 

 

 

500 

 

 

 

400 

 

 

 

400 

 

 

 

100 

 

 

 

500 

 

 

 

 

500 

    

 100 

 

 

 

500 

 

 

 

400 

 

 

 

400 

 

 

 

100 

 

 

 

500 

 

 

 

 

500 

 100 

 

 

 

500 

 

 

 

400 

 

 

 

400 

 

 

 

100 

 

 

 

500 

 

 

 

 

500 

 100 

 

 

 

500 

 

 

 

400 

 

 

 

400 

 

 

 

100 

 

 

 

500 

 

 

 

 

500 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

国伴走型小規模事業者支援推進事業補助金 

長野県小規模事業支援事業費補助金 

会費収入、手数料収入、負担金収入等 

 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

 

 

 

 

 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

 

 

 

 

 

連携体制図等 
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